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(会社法 794条第 1項および会社法施行規則第 193 条に定める書面) 
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② 交換対価等の相当性に関する事項 

③ 新株予約権の定めの相当性に関する事項 
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2023 年 ９月 １５ 日 

 

東京都中央区京橋二丁目１６番１号  

清水建設株式会社 

代表取締役  井上 和幸 

 

 

当社は、2023年 8月 31日付で第一設備工業株式会社（以下「第一設備工業」といい

ます。）との間で締結した株式交換契約に基づき、当社を株式交換完全親会社、第一設

備工業を株式交換完全子会社とする株式交換（以下「本株式交換」といいます。）を行

います。本株式交換を行うにあたり会社法第 794条第 1項および会社法施行規則第 193 

条により開示すべき事項は、以下のとおりです。 

 

1．株式交換契約の内容（会社法第 794 条第 1 項）  

 

別紙 1のとおりです。 

 

 

2．交換対価等の相当性に関する事項（会社法施行規則第 193 条第 1 号） 

 

当社は、本株式交換に関して、会社法第 768条第 1項第 2号および第 3号に掲げる

事項について、以下のとおり、これを相当と判断しました。 

 

(1) 本株式交換に係る割当ての内容 

 
清水建設 

(株式交換完全親会社) 
当社 

(株式交換完全子会社) 

本株式交換に係る割当比率 １ 0.9 

本株式交換により交付する 
株式数 

清水建設普通株式 413,020 株 

（注）１.株式の割当比率 
第一設備工業の普通株式１株に対して、当社の普通株式 0.9 株を割当て

交付します。 
ただし、当社が保有する第一設備工業の普通株式 7,541,088 株について

は、本株式交換による株式の割当ては行いません。 
   ２.本株式交換により交付する株式 



普通株式 413,020 株 
なお、当社は新株式の発行は行わず、当社の保有する自己株式を交付い

たします。 
   ３.１株に満たない端数の取り扱い 

本株式交換に伴い、当社の１株に満たない端数の割当交付を受けること

となる第一設備工業の株主の皆様に対しては、会社法第 234 条その他の関

連法令の定めに従い、その端数の合計数（その合計数に１に満たない端数

がある場合は切り捨てるものとします）に相当する当社の株式を売却し、

かかる売却代金をその端数に応じて当該株主の皆様に現金でお支払いい

たします。 
 

 (2) 本株式交換に係る割当ての内容の算定の考え方 

本株式交換の株式交換比率の算定にあたり、公正性・妥当性を確保するため、

両社から独立した第三者機関として、株式会社 AGS コンサルティングを選定し、

同第三者機関に対して当社および第一設備工業の株式価値の算定を依頼しました。

同第三者機関は、上場会社である当社の株式価値については市場株価法、非上場

会社である第一設備工業の株式価値については修正簿価純資産法により算定しま

した。 
      算定結果については以下の通りです。 
   当社 算定結果（円/株） （2023 年６月３０日を算定基準日として算定） 

算定基準日の終値 ９１０円 

直近１ヶ月間の終値単純平均値 ８８４円 

直近３ヶ月間の終値単純平均値 ８４０円 

直近６ヶ月間の終値単純平均値 ７８２円 

   
第一設備工業株式会社  算定結果（円/株） 

修正簿価純資産法 ７５２円 

 
交換レンジ （当社：第一設備工業）  

採用した算定方法 株式交換比率の算定結果 

市場株価法/修正簿価純資産法 １ ： 0.83～0.96 

 
当社および第一設備工業はその算定結果を参考に、両社間で協議を行ったうえ、

本株式交換に係る割当比率を決定いたしました。 



 
株式交換比率 

 当社 

(株式交換完全親会社) 

第一設備工業 

(株式交換完全子会社) 

株式交換比率 １ ０.９ 

 

第一設備工業の普通株式１株に対して、当社の普通株式0.9株を割当て交付しま 

す。ただし、当社が保有する第一設備工業の普通株式7,541,088株については、 

本株式交換による株式の割当ては行いません。なお、当社は新株式の発行は 

行なわず、当社の保有する自己株式を交付いたします。 

 

(3) 株式交換完全親会社の資本金および準備金の額の相当性に関する事項 

株式交換完全親会社である当社は本株式交換に際し新たに株式を発行する予定

はないことから、当社の資本金および準備金は変動しません。 
 

 

3．新株予約権の定めの相当性に関する事項（会社法施行規則第 193 条第 2号） 

  

新株予約権を発行しておりませんので、該当事項はございません。 

  

 

4．株式交換完全子会社の計算書類等に関する事項（会社法施行規則第 193 条第 3 号） 

 

(1)最終事業年度（R4年度）に係る計算書類等の内容 

 

株式交換完全子会社の最終事業年度に係る計算書類（貸借対照表、損益計算書、

株主資本等変動計算書、個別注記表）、事業報告および監査報告につきましては、

別紙２のとおりです。 

 

(2)最終事業年度（R4年度）の末日後を臨時決算日とする臨時計算書類等の内容 

 

該当事項はございません。 

 

(3)最終事業年度（R4年度）の末日後に生じた重要な財産の処分、重大な債務の負

担その他の会社財産の状況に重要な影響を与える事象の内容 

 



該当事項はございません。 

 

 

5．株式交換完全親会社の最終事業年度の末日後に生じた重要な後発事象に関する事項

（会社法施行規則第 193条第 4 号） 

 

当社において、最終事業年度の末日後に生じた重要な後発事象は下記のとおりです。 

 

自己株式の取得および消却 

 当社は、2023年４月 26日開催の取締役会において、会社法第 165 条第３項の規

定により読み替えて適用される同法第 156条の規定に基づき、自己株式取得に係

る事項を決議するとともに、同法第 178 条の規定に基づき、自己株式の消却に係

る事項を決議し、2023年５月 12日付で消却を実施しました。 

 

１ 自己株式の取得および消却を行う理由 

  資本効率の向上による更なる企業価値向上を図るため。 

 

２ 取得に係る事項の内容 

(1) 取得対象株式の種類   当社普通株式 

(2) 取得する株式の総数   32,000,000株（上限） 

（発行済株式総数（自己株式を除く）に対する 

割合 4.32％） 

(3) 株式の取得価額の総額  200億円（上限） 

(4) 取得期間        2023 年５月 12日～2024 年１月 31日 

 

３ 消却に係る事項の内容 

(1) 消却対象株式の種類   当社普通株式 

(2) 消却する株式の総数   44,838,300株 

（消却前の発行済株式総数に対する割合  

5.69％） 

(3) 消却後の発行済株式総数 743,676,313 株 

(4) 消却日         2023年５月 12日 

 

 

 

6．株式交換完全親会社の債務の履行の見込みに関する事項（会社法施行規則第 193 条



第 5 号） 

 

本株式交換については、会社法第７９９条第１項の規定により異議を述べることがで

きる債権者はいないため、該当事項はございません。 

 

 

7．備置開始日後株式交換の効力発生日までに変更が生じた事項（会社法施行規則第 193  

条第 6 号） 

 

事前開示開始日以降、上記各事項に変更がありましたら、ただちに開示いたします。 

 
 

以上 





 

 

 

 

 

         第 8 1 期   事  業  年  度  

 

 

計     算     書     類  

 
令 和  4 年 4 月  1 日 か ら  

令 和  5 年 3 月 3 1 日 ま で  

 

 
 

貸 借 対 照 表  

 

損 益 計 算 書  

 

株 主 資 本 等 変 動 計 算 書  

 

個 別 注 記 表  
 

 

 

                              第 一 設 備 工 業 株 式 会 社  

 

                                                            田 島  久 男    

    

                               

代表取締役 

社   長 



千円 千円

9,737,681 4,126,942

現 金 預 金 810,956 177,247

受 取 手 形 98,234 960,286

電 子 記 録 債 権 254,113 1,927,970

完成工事未収入金 3,465,174 1,427

未 成 工 事 支 出 金 129,312 81,766

預 け 金 4,911,296 296,355

材 料 貯 蔵 品 3,435 196,100

そ の 他 流 動 資 産 66,297 17,156

貸 倒 引 当 金 △ 1,140 468,631

固　定　資　産 709,048 572,489

有形固定資産 340,219 572,489

建 物 ・ 構 築 物 291,197 4,699,432

機 械 ・ 運 搬 具 106

工 具 器 具 ・ 備 品 2,632

土 地 46,128 5,722,142

リ ー ス 資 産 155 資　本　金 400,000

利 益 剰 余 金 5,322,142

無形固定資産 33,164 100,000

ソ フ ト ウ ェ ア 31,997 5,222,142

リ ー ス 資 産 1,166 別 途 積 立 金 5,000,000

繰越利益剰余金 222,142

投資その他の資産 335,664 評価・換算差額等 25,155

投 資 有 価 証 券 117,269 25,155

長 期 保 証 金 104,063 5,747,297

繰 延 税 金 資 産 110,469

そ の 他 投 資 等 3,861

10,446,730 10,446,730

その他利益剰余金

利 益 準 備 金

資 産 合 計 負 債 純 資 産 合 計

その他有価証券評価差額金

純 資 産 合 計

貸　借　対　照　表

(令和5年3月31日現在)

資　　産　　の　　部 負　　債　　の　　部

流　動　資　産 流　動　負　債

負 債 合 計

純　資　産　の　部

株  主  資  本

支 払 手 形

電 子 記 録 債 務

工 事 未 払 金

リ ー ス 債 務

未 払 法 人 税 等

賞 与 引 当 金

未 成 工 事 受 入 金

完成工事補償引当金

そ の 他 流 動 負 債

固　定　負　債

退 職 給 付 引 当 金



          金           額

　　　　　　　    　千円 　　　　　　    　　千円

13,197,533

11,629,851

1,567,682

1,268,861

298,820

16,620

12,152 28,772

5,142 5,142

322,450

3,910 3,910

4,225

10 4,236

322,124

153,550

168,574

そ の 他 特 別 損 失

税 引 前 当 期 純 利 益

法人税 ,住民税及び事業税

当 期 純 利 益

完 成 工 事 高

完 成 工 事 原 価

完 成 工 事 総 利 益

販売費及び一般管理費

営 業 利 益

営 業 外 収 益

特 別 損 失

そ の 他 特 別 利 益

固 定 資 産 廃 却 損

営 業 外 費 用

損   益   計   算   書

経 常 利 益

科        目

受 取 利 息 配 当 金

そ の 他 営 業 外 収 益

そ の 他 営 業 外 費 用

自　令和 4年  4月 1日

至　令和 5年  3月31日

特 別 利 益



令和 4 年 4 月 1 日

令和 5 年 3 月3 1 日 （単位：千円 ）

株主資本等変動計算書

自

至

株主資本

資本金

利益剰余金

株主資本
合計利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計別途
積立金

繰越
利益剰余金

5,249,567 5,649,567

当事業年度変動額

当事業年度期首残高 400,000 100,000 4,800,000 349,567

△96,000

利益準備金への繰入

剰余金の配当 △96,000 △96,000

―

当期純利益 168,574 168,574 168,574

別途積立金への繰入 200,000 △200,000 ―

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額（純額）

当事業年度変動額合計 ― ― 200,000 72,574 72,574

当事業年度末残高 400,000 100,000 5,000,000 222,142 5,322,142 5,722,142

△127,425

利益準備金への繰入

評価・換算差額等

純資産
合計

その他
有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

当事業年度期首残高 25,239 25,239 5,674,807

当事業年度変動額

剰余金の配当 △96,000

当事業年度末残高 25,155 25,155 5,747,297

別途積立金への繰入

当期純利益 168,574

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額（純額）

△83 △83 △83

当事業年度変動額合計 △83 △83 72,490



個  別  注  記  表 
 

(重要な会計方針に係る事項に関する注記)   

１．資産の評価基準及び評価方法 

 （1）有価証券の評価基準及び評価方法 

    その他有価証券 

市場価格のあるもの 期末日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は、全部純資産直入法によって処理し、売却原価は移動平均法によっ

て算定している。） 

市場価格のないもの 移動平均法による原価法 

 

 （2）棚卸資産の評価基準及び評価方法 

未成工事支出金 個別法による原価法 

 

2．固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産 

(リース資産を除く) 

建物、建物附属設備及び構築物 

定額法 

有形固定資産 

(リース資産を除く) 

上記以外の有形固定資産 

定率法 

無形固定資産 

(リース資産を除く) 

定額法 

 

リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

定額法 

 

3．引当金の計上基準 

貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるために、一般債権については過去の実績率によ

る必要額、破産更生債権等については個別に見積りした必要額を計上している。 

賞与引当金 従業員の当事業年度末在職者に対し、支給対象期間に基づく賞与支給見込額を計

上している。 

完成工事補償引当金 完成工事の責任補修費用に備えるため、過去の実績に基づく必要額を計上してい

る。 

工事損失引当金 当事業年度末における手持工事のうち、工事損失の発生が見込まれ、かつ、その

金額を合理的に見積もることが可能なものについては、将来の工事損失に備える

ため、その損失見込額を計上している。 

退職給付引当金 従業員の退職に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき計上している。 

 

4. 完成工事高及び完成工事原価の計上基準 

少額又は期間がごく短い工事を除き、履行義務を充足するにつれて、一定の期間にわたり収益を認識してお

り、履行義務の充足に係る進捗度の見積りは、工事原価総額に対する発生原価の割合に基づき算定している。 

 

5．消費税及び地方消費税の会計処理 

税抜方法によっている。 

 

(税効果会計に関する注記） 

繰延税金資産の発生の主な原因は、賞与引当金、退職給付引当金などであり、繰延税金負債の発生の原因は

その他有価証券評価差額金である。なお、双方を相殺表示している。 

 

 (株主資本等変動計算書に関する注記） 

（1）当事業年度の末日における発行済株式の種類及び数  普通株式 8,000,000株 

（2）配当に関する事項  配当金総額 96,000,000円 １株当り配当額 12円 

 

(その他） 

貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書の記載金額は、千円未満を切捨て表示している。 
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